
東京大学・大学院経済学研究科（経済学部）・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６０１

基盤研究(B)（一般）

2018～2016

労働市場における市場支配力

Market power in the labor market

８０３４６１３９研究者番号：

川口　大司（Kawaguchi, Daiji）

研究期間：

１６Ｈ０３６３０

年 月 日現在３１   ４ ２７

円    12,500,000

研究成果の概要（和文）：労働者派遣事業報告書を用いて、派遣料金と賃金の差額が派遣料金に占める割合、い
わゆるマージン率を計算した。このマージン率は平均的には3割程度だが、事業所・年によって大きく変動して
いる。各都道府県各年を派遣労働市場の範囲と画定し、各派遣事業所が派遣する労働者のシェアを計算しそれに
基づいて市場集中度の指標であるハーフィンダール指数を計算した。すると、ハーフィンダール指数は都市部で
低く、地方部で高く計算され、地方部では派遣労働市場における競争が都市部ほどには激しくないことが明らか
になった。これらの情報を用いて回帰分析を行うと、市場集中度が高い都道府県・年ほどマージン率が高くなる
という傾向が発見された。

研究成果の概要（英文）：We analyzed the pricing behavior of temporary help agency using the 
administrative data of Ministry of Labor of Japanese government. The gap between the fee charged on 
client company and the wage paid to workers is around 30% on average and the gap varies 
significantly across establishments. We found the the gap between the fee and the wage is larger in 
the region where the market structure is less competitive. The results are consistent with the 
notion that employers exercise the monopsony power.  

研究分野： 労働経済学

キーワード： 買い手支配力

  １版

平成

研究成果の学術的意義や社会的意義
労働市場に摩擦があると、雇用主には賃金決定力が発生し、労働者の生産性と賃金の間に乖離が生まれうる。こ
のような買い手独占力の存在が明確に認識できるケースとして派遣労働市場を分析した。厚生労働省のデータを
用いた実証分析を行ったところ、派遣料金と賃金の間には平均的に約3割の乖離があり、その乖離は派遣事業者
の数が少なく競争があまり激しくないと思われる地域で大きいことが明らかになった。このことは労働市場にお
ける摩擦の存在が、買い手独占力の行使につながっていることを意味している。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
経済環境が変化する中、日本の労働市場では日本型雇用慣行が重要性を低下させつつあり、

非正規労働者の増加、勤続年数の短期化が観察されている (Asano, Ito and Kawaguchi 2013, 
Kawaguchi and Ueno 2013)。また人口減少に伴う労働力の減少が顕在化する中、女性並びに
高齢者の労働力参加率が上昇するなど労働者のバックグラウンドは多様化している。これらの
労働需要・供給構造の変化は引き続き労働市場の流動化を進めていくものと予想される。 
 これまで日本の労働政策は長期的な雇用関係を前提として個別契約関係の保護・円滑化に主
眼を置いてきた（大内・川口 2014）。しかし、労働市場の流動化を踏まえれば、個別契約関係
の保護から、労働市場の効率性向上や配分上の公正の実現を主眼にして、総合的に労働者を保
護する規制への転換が必要である。新しい労働市場規制の設計に当たっては、労働市場規制の
存在意義に関する理論的整理が必要になるが、本研究では労働市場における雇用主や労働力仲
介者の市場支配力がもたらす市場の失敗をその重要な根拠だと考え、日本の労働市場における
市場支配力の大きさを数量的に測定し、政策的な含意を導き出す。 
 
２．研究の目的 
 労働市場が完全競争的でないとき、個別の雇用主や労働力の仲介者は賃金決定に影響を及ぼ
す市場支配力を持ち効率的な資源配分と公正な配分を阻害しうる。本研究は日本の労働市場に
おける雇用主と市場仲介者の市場支配力を定量化したうえでその決定因を分析し、政策的な含
意を導く。この研究目的を達成するため、労働市場仲介者の市場支配力の測定と決定因の分析
を行う。 
 
３．研究の方法 
労働者の賃金と限界生産物価値の双方が観察できる特殊な事例として派遣労働市場を取り上げ
る。派遣労働市場において労働者派遣事業者は労働者を労働市場で賃金を支払い調達し、派遣
先に労働サービスを提供することで派遣料金を受け取る。派遣先企業が派遣料金を所与のもの
として行動するとき、派遣先における労働の限界生産物価値は派遣料金に等しくなるため、派
遣労働者に関しては賃金と労働の限界生産物価値の双方が観察可能になる。この測定された労
働の限界生産物価値と賃金のギャップが、派遣労働サービス市場ならびに派遣労働市場におけ
る競争環境とどのような関係にあるかを分析するのが本論文の課題である。本論文では厚生労
働省が毎年派遣事業者に提出を義務付けている労働者派遣事業報告書の事業所レベルの個票
(2010-2014) を用いて、派遣労働市場の構造が派遣事業者のマークアップ行動にどのような影
響を与えているかを分析する。 
 
４．研究成果 
労働者派遣事業報告書には事業所における平均的な派遣労働者の派遣料金と賃金が記録されて
いるため、派遣料金と賃金の差額が派遣料金に占める割合、いわゆるマージン率を計算できる。
このマージン率は平均的には 3 割程度だが、事業所・年によって大きく変動していることが明
らかになる。 
さらに各都道府県各年を派遣労働市場の範囲と画定し、各派遣事業所が派遣する労働者のシェ
アを計算しそれに基づいて市場集中度の指標であるハーフィンダール指数を計算した。すると、
ハーフィンダール指数は都市部で低く、地方部で高く計算され、地方部では派遣労働市場にお
ける競争が都市部ほどには激しくないことが明らかになった。これらの情報を用いて回帰分析
を行うと、市場集中度が高い都道府県・年ほどマージン率が高くなるという傾向が発見された。
この傾向は派遣労働者一人当たりの間接部門労働者数、派遣労働者一人当たりの訓練参加回数、
派遣労働者の派遣期間の分布といった事業所特性を制御してもほぼ変化しなかった。さらに同
一事業者が複数事業所を異なる都道府県に持っていることを生かして派遣事業者固定効果を許
した推定でも同様の傾向が発見された。最も望ましい特定化の下で得られた推定値によると、
派遣事業者の競争環境が最も競争が緩い高知県のものから最も競争が厳しい東京都のものに変
化すると、他の条件を一定としてマージン率は約 1%ポイント下がることが判明した。この推定
結果は、市場集中度の指標を変えたり、短期派遣労働者に分析対象を限定したりしても変わら
なかった。 
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